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 <今週のトピックス> 

 

（１） 車用ライトはハロゲンからLED代替へ、LEDチップの値下がりが追い風

に 

 

 新車販売で世界を独走する中国は、車用ライトの需要も拡大し続けることが見込まれてい

る。なかでもデザイン性、配光特性に優れるＬＥＤ（発光ダイオード）ヘッドライトは装着車

が増加しており、不活性ガスにハロゲンガスを微量導入するハロゲンライトからの代替が

進んでいくとみられる。中国国内メディアが８日付で伝えた。 

 

 車用ヘッドランプはＨＩＤ（Ｈｉｇｈ Ｉｎｔｅｎｓｉｔｙ Ｄｉｓｃｈａｒｇｅ）、ハロゲン、ＬＥＤの 3種の光源が

ある。足元ではＨＩＤライトが依然として主流だが、LED ライトの人気も高まってきた。長寿

命である上に、省エネ効果が高く、経済性に優れていることが要因となっている。 

 

 原料となる LED チップの値下がりも、追い風となっている。環境対応や補助金制度を背景

に、メーカー各社は LED チップ設備投資を繰り返して、増産に注力してきた。中国の生産

能力増強にともなって、LED チップは世界的に供給過剰が進んでいる。 

 

（２） ２月の貿易２４．５％増、１４か月連続プラス成長 

 

 

 中国税関総署は８日、２月の貿易総額が前年同月比２４．５％増の３０９４億９４００万米ド

ル（＠１０６円、３２兆８０６３億円）だったと発表した。１４か月連続のプラス成長で、増加率

は前月の１１．１％から急加速し、市場予想を大幅に上回った。２月の貿易黒字は前月比

６５．９％増の３３７億４３００万米ドルと拡大している。 

 

 １～２月の累計では、貿易額は６９０３億７５００万米ドル。輸出は前年同期比２４．４％増

の３７２３億４５００万米ドル、輸入は２１．７％増の３１８０億３０００万米ドルで、貿易収支

は５４３億１６００万米ドルの黒字だった。対米貿易は、１～２月の累計で２２．２％増の９５

８億６５９０万米ドルだった。このうち中国から米国への輸出が２６．６％増の６９３億９４９０

万米ドル、米国から中国への輸入が１２．０％増の２６４億７１１０万米ドル。中国の対米貿

易黒字は４２９億２３８０万米ドルに上った。 
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 ２月の日中貿易額は前年同月比５．８％増の２１４億４１４０万米ドルだった。うち日本への

輸出は３１．２％増の１０３億７２４０万米ドル、日本からの輸入は１０．５％減の１１０億６９

００万米ドルだった。１～２月の累計では、貿易額は１２．１％増の４７７億８８１０万米ドル、

日本への輸出は１３．４％増の２２８億２１４０万米ドル、日本からの輸入は１０．９％増の２

４９億６６７０万米ドルだった。 

 

（３） 設備購入やベンチャー投資優遇 財政相、今年の減税策を説明 

 

 中国の財政相は７日、政府が今年進める減税策について詳細を説明した。企業による新

規の設備、器具購入について５００万元（＠１６．７０、約８３５０万円）以下の場合は企業

所得税の税前控除対象とするほか、ベンチャー企業やスタートアップ企業に対する投資

（ベンチャー投資、エンジェル投資）への優遇税制を全国で実施する計画を示した。一連

の措置により今年の企業や個人の税負担は８０００億元以上軽減される見通しとなってい

る。 

 

 今年の減税策の概要は以下となる。 

 

（１） 増値税の税率区分を現行の３段階から２段階へ縮小し、製造業と交通・運輸業に関

する税率の引き下げにつなげる。 

（２） 個人所得税の基礎控除額の引き上げ、控除対象項目を拡大する。 

（３） 所得税の半減措置を受けることができる零細企業の対象を拡大する。 

（４） ベンチャー投資とエンジェル投資への優遇税制を全国で実施することを検討する。 

（５） 企業が新規購入する設備、器具について、税前控除額を５００万元以下とする。 

 

 個人所得税の減税については財政省の次官が補足説明し、現在は月３５００元の基礎控

除額が引き上げられることになると語った。また、従来からある基礎控除項目の基本年金

や医療保険、失業保険、住宅公的積立金、企業年金、民間の健康保険の費用に加え、さ

らに民間の年金保険、子供の教育費、重大な疾病の医療費も控除対象としていくと説明

した。政府活動報告では、今年は税外負担を総額３０００億元削減する方針が示されてい

る。行政手続きの諸費用を整理していくほか、電気料金に付加されている送配電価格や

道路の通行料を引き下げていくという。 
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<相場情報> 

 

（為替相場） （出所： Thomson Reuters、Close Rate）  2018 年 

項目 2018/03/05 2018/03/06 2018/03/07 2018/03/08 2018/03/09 

1USD/RMB 6.3491  6.3093  6.3225  6.3389  6.3285  

1USD/JPY 106.19  106.11  106.06  106.20  106.77  

1RMB/JPY 16.7252  16.8180  16.7750  16.7537  16.8713  

1RMB/HKD 1.2336  1.2415  1.2393  1.2369  1.2383  

 

（株式市場） （出所： Thomson Reuters）  2018 年 

項目 2018/03/05 2018/03/06 2018/03/07 2018/03/08 2018/03/09 

上海 A 株 3411.18  3445.45  3426.62  3444.17  3463.81  

上海 B 株 326.07  329.31  327.78  328.63  330.72  

深圳 A 株 1914.61  1936.99  1921.94  1941.42  1971.70  

深圳 B 株 1150.35  1160.79  1159.08  1166.03  1175.62  

 

（人民元基準金利） （出所：中国人民銀行 2015 年 10 月 26 日改定）（年利、％）  

普通預金 定期預金 貸出 

利率 期間 利率 期間 利率 

0.35 

 

3 ヶ月 1.10 1 年 4.35 

6.3  6 ヶ月 1.30 1 年～5 年 4.75 

 1 年 1.50 5 年超 4.90 

  2 年 2.10   

 

 

以上 
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